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1.1.1.1. 平成平成平成平成 24242424年度の年度の年度の年度のプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト課題課題課題課題    

インドシナ半島南部に位置するカンボジアは、タイ、ベトナム、ラオスに隣接し、1,450

万の人口を有する開発途上国である。同国は 1953 年にフランスから独立を果たすが、地

政学上の環境から冷戦構造に組み込まれ、またその後もポル・ポト政権下での悲劇と内戦

を経験してきた。こうした経緯により、経済開発への歩みが本格化したのは 1990 年代後

半になってからであり、他の ASEAN諸国から経済的に遅れている要因はそこにある。 

2000年以降、カンボジアは国際社会の支援を受けて国政上の課題を克服しながら、急速

な経済成長を続けている。その背景には、積極的な市場経済の導入と外資誘導政策の推進

が存在するが、それによって醸成された繊維・衣類産業をはじめとする製造業に極端に依

存した経済構造は、2008年のリーマン・ブラザーズの破綻（リーマン・ショック）以降の

世界同時不況により、対外的脆弱性として露呈してしまった。 

こうした繊維・衣類産業に大きく依存する産業構造の偏重を依然として見せながらも、

そうした脆弱性を補うべく、近年ではアンコールワットを有するシェムリアップや、リゾ

ート化の進むシハヌークビルに代表される観光産業が急速に成長している。本研究プロジ

ェクトにおける本年度の研究課題は、今後このカンボジアにおける観光産業の成長がカン

ボジア経済に及ぼす影響について考察を進める上での先行研究整理であり、また 2015 年

に創設される ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic Community; AEC）に関連した

ASEAN観光戦略計画（ASEAN Tourism Strategic Plan; ATSP）の概要調査である。 

 

2222. . . . 研究進捗研究進捗研究進捗研究進捗とその成果とその成果とその成果とその成果    

本研究プロジェクトを進めるにあたり、本年度はカンボジアの経済開発問題を中心に先

行研究の整理を行った。代表的なものとして、天川（2001）a による研究が挙げられる。

そこでは、独立以前の歴史から 1990 年代に至るまでの政治分析により、カンボジアの国
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家形成について過程別に整理され、また社会主義体制が形成されていく過程が明らかにさ

れた。同様に天川（2001）bでは、ポル・ポト政権崩壊後に推進された生産増大団結班（ク

ロムサマキ）が農地所有改革にとって重要であったことが明らかにされ、両研究は初期の

カンボジアにおける経済開発問題を知るうえで不可欠な研究である。 

また、市場経済への移行および対外開放について論じられたものとしては、初鹿野（2006）

およびペンホイ（2011）が挙げられる。前者は、カンボジア工業化の担い手は誰なのかを

明らかにするため、現地企業への調査に基づき、それが中国系縫製産業とカンボジア人の

中小零細食品産業によって牽引されてきた事実を明らかにし、それが国際的「幸運」によ

ってもたらされたものであると論じている。また後者は、カンボジアが 1994 年投資法制

定後、急速に外国資本依存型経済に変化したことを、各種統計に基づいて明らかにし、そ

の外部ショックに対する脆弱性の存在を主張した。 

これらの先行研究を踏襲し、本年度は本プロジェクトの派生研究として九州産業大学商

学部『商経論叢 第 53巻第 3号』において「カンボジア経済の対外脆弱性－産業構造の偏

重とその影響－」を発表した。当該論文は、今後のカンボジア観光産業の発展状況に関す

る分析を進める上で不可欠な前提研究であり、今後はこの成果を生かしつつ本プロジェク

トの中心課題である ATSPの考察および検証へ駒を進める。 
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